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は南海トラフで発生すると予測される巨大地震でも同様

に危惧されている．

その改善方法として，発生直後の津波を観測すること

により津波警報の過小評価の有無を迅速に確認する技術

が考えられる．短期的にはGPS波浪計などの既に運用さ

れている観測設備の高度利用を図ることが重要である．そ

こで本研究では，地震学に基づき南海トラフにおいて想

定される3816個の地震を初期条件として津波伝播計算を

実施し，GPS波浪計を活用して津波警報の過小評価を判

定するモデルを提案した．また，GPS波浪計の観測デー

タから沿岸部の都市に来襲する津波高の推定を試みた．

2. 研究方法

（1）津波波源の設定

津波波源を求めるための断層モデルでは，気象庁の津

波警報や自治体などの津波被害想定の実務で一般的に用

いられている一枚矩形断層を仮定した．内閣府（2012）に

よる最大規模の津波の想定波源域（図-1の点線の範囲）に

適用した結果，断層長の最大は767kmであり，その際の

モーメント・マグニチュードMwは8.8であることがわか

った．そこで本研究では，断層長の上限値を767km，Mw

の上限値を8.8とした．また，Mwの下限値はマグニチュー

ドの飽和が始まる8.0とした．

東北沖地震では海溝軸付近の浅部でも大きなすべりが

発生したために，巨大津波を引き起こした．そこで南海

トラフにおいても，津波を生成する断層運動が付加体よ

り深部のみで発生するという従来の仮定（例えば，内閣

府（2003））に加えて，付加体内部にまで達する条件につ

いても検討した．なお付加体の深さはNakanishi et al.

（2002）から5kmとした．

断層運動が付加体内部にまで達する条件での断層モデ
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1. はじめに

防災・減災を考える上で，防災情報の果たす役割は極

めて大きい．津波災害において防災情報の中心となるの

は津波警報であり，気象庁が運用するシステムは迅速性

や精度，信頼性の面で世界最高水準のものである．しか

し，2011年東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖地震）の

発生時に発表された津波の予想高さは岩手県で3m，宮城

県で6m，福島県で3mと著しい過小評価になってしまっ

た．マグニチュード（M）が8を大きく超える巨大地震が

発生した場合には地震規模が過小評価となり，それに伴

い津波警報も過小評価となる危険性があることは既に指

摘されていた（高橋・小沼, 2007）．その問題を改善する

ための研究は行われていたが（例えば，鈴木ら，2005；

高橋ら，2007），残念ながら間に合わず，東日本大震災が

発生してしまった．

現在の津波警報システムは，まず陸地に設置されてい

る地震計が観測した地震波から断層運動を推定し，次に

その断層運動から海底変動，そして海面変動を推定し，最

終的に津波警報を決めている．つまり過小評価の原因は，

この地震波のみを使用している点にある．

東北沖地震はM 9.0であったが，地震直後にはM 7.9と

推定されたために，津波も過小評価となってしまった．気

象庁（2012）は国土交通省が運用しているGPS波浪計の

観測情報を活用して警報を切り替えたが，停電のためそ

の情報は十分に住民へ伝わらなかった．このような問題
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ルは以下の手順で設定した．断層上端深さHは0.5kmから

5.0kmの範囲で0.5km刻みに増加させた．走向θはトラフ
軸に平行（244°）となるように設定し，傾斜角δはAndo

（1975）を踏まえて20，23，25°，すべり角λは70，80，

90°と変化させて，不確かさを考慮した．Lは最大である

767kmを基準として2割ずつ減少させていき，Mwが8.0を

下回るまで繰り返した．断層幅Wは以下の式（1）および式

（2）で計算される値の小さい方を設定した．

……………………………………（1）

…………………………………………（2）

ここで，Dは地震発生層の深さで，Hyndman et al.（1997）から

30 kmとした．すべり量Uは式（3）から設定した（Kanamori

and Anderson, 1975）．

…………………………………………（3）

断層基準点はトラフ軸に並行な方向へ50 km間隔でずらし

た．以上の条件で設定した結果，断層運動が付加体内部に

まで達する場合の地震としては3816種類が想定された．

次に，断層運動が付加体より深部のみで発生する条件

での断層モデルは以下の手順で設定した．Hは6～10km

まで1km間隔で増加させた．θ，δおよびλは断層運動が
付加体内部にまで達する条件と同様に設定した．断層幅

は式（1）より，断層長は式（2）より，すべり量は式（3）より

求めた．以上の条件で設定した結果，最大のMwは7.8と

なり，Mwの下限値である8.0を下回った．よって，断層運

動が付加体より深部のみで発生する条件での地震は今回

の解析には含めないこととした．

以上の断層モデルに対してMansinha and Smylie（1971）

の方法を適用して，それぞれの地盤変動量を計算した．海

水は非圧縮性流体であり，地殻が変動している時間での

海水の水平方向への流動は無視できると仮定して，地殻

変動量の鉛直成分の分布を津波波源（初期水位分布）と

した．一例とMw8.8の地震による津波波源を図-1に示す．

（2）津波伝播の計算条件

津波波源を初期条件として，津波の伝播計算を実施し

た．支配方程式としては線形長波理論を採用し，Staggered

格子を用いたLeap-frog法により差分化した．境界条件は

陸側が鉛直壁，沖側は自由透過とした．地形モデルには内

閣府提供の1350-01を使用した．計算領域は1300×1100 格

子，格子サイズは1350mである．時間ステップは3秒とし，

再現時間は地震発生後から12時間とした．また水位の出

力地点として，和歌山南西沖および徳島海陽沖GPS波浪

計の設置位置，沿岸都市として田辺市，徳島市，大阪市，

神戸市を設定した．設定した出力地点を図-2に示す．

3. 計算結果および考察

（1）津波警報の過小評価の判定指標

津波警報の過小評価の判定に用いる初期水位変動量η 0

と最大水位変動量η maxの定義を図-3に示す．η 0は地震発

生直後に観測される水位変動量，η maxは12時間以内に観

測される水位変動量の最大値であり，いずれも地震発生

時の水位を基準としている．後述する方法により，地震

発生直後，η 0を用いた第一段階判定から津波警報が過小

評価になっていないかを調べる．さらにη maxを用いた第

二段階判定から，補足的に津波警報の過小評価を調べる．

これらの判定により，津波警報の信頼性を向上させるこ

とが期待できる．

（2）η 0を用いた津波警報の過小評価の判定

GPS波浪計により観測されるη 0に関する津波伝播計算

結果を図-4に示す．それぞれの津波波源を発生させた地

震のMwとη 0の関係が得られている．和歌山南西沖および

徳島海陽沖GPS波浪計に関する包絡線はそれぞれ以下の
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図-1 計算に使用した津波波源の1例（Mw 8.8），点線は内閣府
（2012）による最大規模の津波の想定波源域

図-2 津波伝播計算における出力地点



の目安として，内閣府（2003）が想定した宝永クラス（Mw8.6）

の津波高をLevel 1，内閣府（2012）が想定した最大クラ

ス（Mw9.1）の津波高をLevel 2とした．

図-7に各GPS波浪計で観測されるη 0と田辺市に来襲す

るη maxの関係，図-8に徳島海洋沖GPS波浪計で観測され

るη 0と各沿岸都市に来襲するη maxの関係を示す．今回の

想定地震では，徳島市のみでLevel 1を超える津波が発生
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式で表される．

…………………………（4）

…………………………（5）

両式の第2項の相違はGPS波浪計の位置による影響と考え

られる．

これらの式を用いて津波警報が過小評価になっていな

いかを判定することが可能である．例えば，気象庁が津

波警報で用いたマグニチュードが8.3であった場合，和歌

山南西沖GPS波浪計で観測されるη 0の最大値は，式（4）

より 0.14mと推定される．もし実際に観測されたη 0が

0.14m程度であれば，津波警報は過小評価になっていない

と判定できる．しかし，もし実際に観測されたη 0が仮に

0.30mであった場合は津波警報が過小評価になっている危

険性があり，式（4）より最大でMw8.6の地震が発生してい

ることが考えられる．

（3）η maxを用いた津波警報の過小評価の判定

GPS波浪計により観測されるη maxに関する津波伝播計

算結果を図-5に示す．それぞれの津波波源を発生させた

地震のMwとη maxの関係が得られている．和歌山南西沖お

よび徳島海陽沖GPS波浪計の包絡線はいずれも次式で表

さられる．

………………………（6）

η 0とは異なり，第2項がそれぞれのGPS波浪計で一致し

ている．これはη maxがη 0に比べて，津波波源に関する情

報をより多く含んでいるためである．η 0は地震発生直後

の水位変動のみの情報であるため，津波波源との位置関

係で決定される．よって，位置が異なる両GPS波浪計で

は式が一致していない．一方，η maxは津波波源内の初期

波形が伝播してきた結果を反映しているため，位置によ

る影響は相対的に無視できているものと考えられる．

この式を用いて津波警報が過小評価になっていないか

を判定することが可能である．判定方法は前述の式（4）あ

るいは（5）によるη 0と同様である．

しかし，η maxを第2段階判定に使用する場合，津波が沿

岸に来襲する前に，包絡線上のη maxが観測される必要が

ある．そこで和歌山南西沖GPS波浪計におけるη maxの観

測時間とMwの関係を図-6に示す．図中の実線は包絡線上

のη maxが観測された時間を表しているが，地震発生後約

16分から17分となっている．したがって，南海トラフに

面している沿岸については間に合わないが，紀伊水道内

ついては津波到達前にη maxを用いて第2段階判定を行うこ

とが可能である．

（4）沿岸都市に来襲する津波高の推定

GPS波浪計の観測データを使用して，沿岸都市に来襲

する津波の推定を試みた．なお各都市に来襲する津波高

図-3 初期水位変動量η 0および最大水位変動量η maxの定義

図-4 Mwとη 0の関係



した．Mw8.8の地震による津波が，Mw8.6のLevel 1より

も低くなっている原因は津波波源の不均質性にある．

本研究では，気象庁の津波警報などと同様に一枚矩形

断層を使用しているため，それから計算される津波波源

は単純な楕円形となる．一方，内閣府（2003）ではアス

ペリティを考慮しているため，津波波源に不均質性が生

じており，アスペリティとの位置関係により来襲する津

波の高さは変化する．

全体的な傾向として，各GPS波浪計で観測されるη0が

大きくなるほど，沿岸都市に来襲するη maxも大きくなっ

ており，両者には相関がみられる．しかし，η 0に対する

η maxには幅があり，前者から後者を一意的に推定するこ

とは困難である．また図-7を比べると，両GPS波浪計の

田辺市からの距離は異なっているが，ばらつきの幅はほ

ぼ同程度ある．これはGPS波浪計が津波波源の端に位置

しており，η 0を点で観測しているだけでは，沿岸に来襲

する津波を十分に予測できるほどの情報を得られないた

めである．予測精度を向上させるためには，津波波源の

より中央付近を面的に観測する必要がある．ただし，各

GPS波浪計のη 0から沿岸都市に来襲するη maxの最大値を

推定することは可能であり，防災上も有効である．例え

ば，図-8（b）に示されているように，徳島海洋沖GPS波浪

計で 0.31mのη 0が観測された場合，神戸市には最大で

2.15mの津波が来襲する危険性があると推定でき，最重要

の避難範囲を特定することができる．

また，激甚被災地の探索においても活用できると期待

される．被災状況の把握は市町村からの報告に頼ってい

るが，東日本大震災では役場自体が被災したため情報が
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図-5 Mwとη maxの関係 図-7 田辺市に来襲するη maxとGPS波浪計で観測されるη 0と
の関係

図-6 和歌山南西沖GPS波浪計におけるMwとηmax観測時間の
関係
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集約できず，災害対応に支障をきたした．GPS波浪計の

観測データから沿岸都市に来襲する津波高の傾向を推定

することで，津波来襲前に激甚被災地となる可能性が高

い地域を把握することができる．

4. おわりに

既に多く運用されているGPS波浪計を津波防災におい

てより有効に活用することを目指して，南海トラフで3816

種類の地震を想定した津波伝播計算を実施した．計算結

果から，GPS波浪計を用いて津波警報の過小評価を判定

するモデルを提案した．また，GPS波浪計の観測データ

から沿岸都市に来襲する津波高の最大値を推定できるこ

とを示した．

今後は沿岸部における点での観測に加え，海洋レーダ

などを用いて，津波波源全体を面的に観測する技術の開

発と津波防災への活用が重要である．
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